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日本病院会　沿革▶▶▶

26年
6月

日
本
病
院
協
会
設
立
。

東
京
都
文
京
区
の
湯
島
聖
堂
で
設
立
総
会
。

同
区
湯
島
、
病
院
会
館
に
事
務
所
開
設
。

協
会
設
立
の
翌
25
日
に
第
1
回
日
本
病
院
学
会
を
開
催
。

17 年
10月

世
界
保
健
機
関（
W
H
O
）と
I
C
D（
国
際
疾
病
分
類
）

W
H
O-

F
I
C（
国
際
疾
病
分
類
フ
ァ
ミ
リ
ー
）

I
C
D
改
善
業
務
支
援（
経
済
支
援
を
含
む
）を
合
意
し

協
定
を
結
ぶ
。

21 年
9月

日
本
人
間
ド
ッ
ク
学
会
と
の
共
催
に
よ
る
、

日
本
人
間
ド
ッ
ク
学
会
創
立
50
周
年
を

天
皇
・
皇
后
両
陛
下
の
行
幸
に
よ
る
ご
臨
席
を
賜
り
、

グ
ラ
ン
ド
プ
リ
ン
ス
ホ
テ
ル
赤
坂
で
開
催
。

27 年
5月

社
団
法
人
の
許
可
。

29 年
11月

日
本
病
院
連
合
月
報
創
刊（
日
本
病
院
会
雑
誌
の
前
身
）

31 年
7月

国
際
病
院
連
盟（
I
H
F
、本
部
ロ
ン
ド
ン
）に
加
入
。

42 年
8月

東
京
都
千
代
田
区
の
番
町
共
済
会
館
に
事
務
所
移
転
。

46 年
4月

病
院
ニ
ュ
ー
ス（
日
本
病
院
会
ニ
ュ
ー
ス
の
前
身
）を
創
刊
。

46 年
9月

ア
ジ
ア
病
院
連
盟（
A
H
F
）結
成
に
参
加
。

49 年
5月

東
京
晴
海
で
第
1
回
ホ
ス
ピ
タ
ル
シ
ョ
ウ
を
開
催
。

49 年
10月

日
本
病
院
会
発
会
式
。

51 年
12月

社
団
法
人
日
本
病
院
会
の
認
可
。

52 年
5月

第
20
回
国
際
病
院
学
会
を
東
京
で
開
催
。

60
カ
国
1
9
0
0
人
が
参
加
。

54 年
3月

東
京
都
千
代
田
区
の
麹
町
パ
レ
ス
に
事
務
所
移
転
。

54 年
8月

和
歌
山
県
支
部
結
成
。（
支
部
第
1
号
）

57 年
3月

病
院
税
制
問
題
懇
談
会
を
発
足
。（
の
ち
の
四
病
団
）

5 年
9月

全
国
病
院
団
体
連
合（
全
病
団
連
）を
設
立
。

6 年
10月

国
際
病
院
連
盟
汎
地
域
会
議
を
横
浜
市
で
開
催
。

37
カ
国
5
2
0
人
が
参
加
。

22 年
4月

堺
会
長
が
、日
本
病
院
会
の
第
11
代
会
長
に
就
任
。

22 年
10月

一
般
社
団
法
人
へ
の
移
行
を
表
明
。

7 年
2月

東
京
都
千
代
田
区
の
日
交
一
番
町
ビ
ル

（
現
：
ラ
ウ
ン
ド
ク
ロ
ス
一
番
町
ビ
ル
）に
事
務
所
移
転
。

8 年
12月

日
本
病
院
会
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
を
開
設
。

17 年
9月

日
病
協
か
ら
中
医
協
診
療
側
委
員
に
2
名
参
画
。

17 年
11月

山
本
会
長（
現 

名
誉
会
長
）が
A
H
F
会
長
に
就
任
。

19 年
3月

認
定
個
人
情
報
保
護
団
体
の
認
可
。

昭 和 平 成

23 年
3月

東
日
本
大
震
災
を
受
け
、災
害
対
策
本
部
を
設
置
。

24 年
4月

一
般
社
団
法
人
の
認
可
。倫
理
綱
領
を
改
訂
。

24 年
7月

東
京
都
千
代
田
区
の
ホ
ス
ピ
タ
ル
プ
ラ
ザ
ビ
ル
に
事
務
所
移
転
。

23 年
9月

W
H
O
国
際
統
計
分
類
協
力
セ
ン
タ
ー

（
日
本
W
H
O-

F
I
C
協
力
セ
ン
タ
ー
）の
指
定
を
受
け
る
。

24 年
1月

支
部
長
連
絡
協
議
会
が
第
一
回
目
と
な
る
会
合
を
開
催
。

24 年
3月

創
立
60
年
記
念
式
典
を
ホ
テ
ル
オ
ー
ク
ラ
に
て
開
催
。

厚
生
労
働
大
臣
表
彰
4
名
、日
本
病
院
会
会
長
表
彰
79
名
が
受
賞
。

26 年
3月

プ
ラ
イ
バ
シ
ー
マ
ー
ク
を
取
得
。

27 年
5月

第
3
次
堺
執
行
部
発
足

12 年
7月

四
病
院
団
体
協
議
会（
四
病
協
）発
足
。

13 年
5月

創
立
50
周
年
記
念
式
典
を
秋
篠
宮
殿
下
・
同
妃
殿
下
の

ご
臨
席
を
仰
ぎ
、帝
国
ホ
テ
ル
で
開
催
。

17 年
4月

日
本
病
院
団
体
協
議
会（
日
病
協
）発
足
。
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　日本病院会は昭和26年6月の創立以来、「病院の向上発展と
使命の遂行を図り、社会福祉増進に寄与する」ために、「医の倫
理の確立」と「病院医療の質の向上」を目指して活動してきま
した。
　平成24年4月より一般社団法人となり、この間、病院におけ
る「医療の質」と「経営の質」を担保すべく努めてきました。
　医療を取巻く環境の大きな変化に対応するための医療提供
体制改革の道筋が決まりました。地域中心の医療を充実させる
ための地域医療構想がその道筋です。日本病院会はこの流れに
沿った活動を展開していく所存ですが、まずは、創立以来64年
を経た組織の抜本的見直しに着手します。新規プロジェクトを
立上げ、時代に即した組織への変革を図っていきます。同時に、
地域医療構想の実現に向けた活動の中で都道府県支部を通し
た会員病院の支援を行い、同時に新しい専門医制度・事故調査
制度に対応すべく必要な支援を行っていきます。これまで行っ
てきた質の向上のためのQIプロジェクトなどは継続して行っ
ていきますが、昨年度から始めた医療の国際化関連の活動も重
点的に行っていきます。
　本事業案内では、平成27年度の事業についての説明を通して、
皆様に日本病院会の考えや向う方向性をご理解いただければ
と思っております。私たち日本病院会と会員の皆様あるいは関
係する多くの皆様とともに日本の医療をより良いものにして
いくべく、ご理解・ご支援よろしくお願い申し上げます。

ごあいさつ
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医療提供に関わる事項、
診療情報に関する事項

今泉 暢登志　福岡赤十字病院 名誉院長

医療政策に関わる事項、
その他に関わる事項

岡留 健一郎　済生会福岡総合病院 院長

医療経営に関わる事項、総務に関する事項、
医療の国際展開に関する事項

梶原 　優　板倉病院 理事長

第11代会長
堺　 常雄　聖隷浜松病院 総長

人材育成に関わる事項、
医療の国際展開に関する事項

末永 裕之　小牧市民病院 院長

診療報酬に関わる事項、
医療の国際展開に関する事項

相澤 孝夫　相澤病院 理事長・院長

情報発信（見える化）に関わる事項

大道 道大　森之宮病院 理事長・院長

副 会 長
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Business Guide 2015日本病院会の主な事業活動

人材育成
臨床研修指導医、医療安全管理者、感染制御講習会修了
者（ICS）、NST、診療情報管理士、病院経営管理士、DPC
コース修了者、医師事務作業補助者、病院中堅職員育成
研修など幅広い人材を育成しています。

セミナー
病院診療の質向上を考えるセミナー、感染制御講習会、
医療安全管理者養成講習会およびアドバンストコース、
臨床研修指導医講習会、医師とメディカルスタッフのた
めの栄養管理セミナー

学会運営等
日本病院学会
日本診療情報管理学会
病院長・幹部職員セミナー

委員会活動
病院医療の在り方、健全な経営のための政策提言や人材
の育成、調査の分析、広報活動を円滑に行うための委員
会を組織しています。
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Business Guide 2015日本病院会の主な事業活動

QUALITY

国際活動
国際病院連盟（IHF）理事国、アジア病院連盟（AHF）理事
国として加盟しています。また、WHOへの支援、WHO
国際統計分類協力センターの一員として、WHO-FIC

（WHO国際分類ファミリー）の活動に参画しています。

その他の活動
■ 厚労省・各種団体への委員派遣

厚生労働省の審議会・検討会、消防庁、日本医師会、日
本医療機能評価機構等へ派遣しています。

■ 病院団体連携
日本病院団体協議会、四病院団体協議会

■ 国際モダンホスピタルショウ

調査活動
診療報酬等に関する定期調査、病院運営実態分析調査、
中小病院を対象としたアンケート調査等の定期調査に
加えて、医療安全に係わる実態調査、医療の国際展開に
関する現状調査等、その時事にあったテーマのアンケー
ト調査を実施しています。

見える化
病院環境データベースと会員病院独自のデータを分析
して会員病院の医療と経営の質の向上に寄与すべく準
備しています。その他、調査・アンケートのクラウド運用
やメール＆FAX同報通信システムの運用により、会員病
院への迅速な情報発信を推進しています。

要望・提言
自由民主党、民主党や厚生労働省へ、税制改正や我が国
の医療再生などに関し10要望をしました。（平成26年度
実施）

QIプロジェクト
QIプロジェクトは、会員病院の医療の質を向上させる
プロジェクトです。「各々の病院が自院のデータを経時
的に公表しながら、病院医療の向上のためにあらゆる努
力をし、結果として医療の質を改善すること」が第一の
目的と考えます。
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Business Guide 2015学会運営等 委員会活動

第66回日本病院学会

第42回日本診療情報管理学会学術大会

病院長・幹部職員セミナー

会　期：2016年6月23日（木）〜 24日（金）
会　場：マリオス（盛岡市民文化ホール）
　　　　アイーナ（いわて県民情報交流センター）
学会長：望月 泉（岩手県立中央病院 院長）
テーマ：医療人のあるべき姿　BUSHIDO（智・仁・勇）をもって

会　期：2016年10月12日（水）〜 14日（金）
会　場：東京国際フォーラム
学会長：木村 壯介（国立国際医療研究センター病院 名誉院長）
テーマ：新時代の診療情報の活用と普及に向けて

会　期：2016年8月18日（木）〜 19日（金）
会　場：イイノホール
現場の経営トップの見識を広め、判断力を養い、日常の病院運営に役立つこ
とを目的に開催。
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委員会組織表
Ⅰ．医療政策に関わる事項

①医療制度委員会

②医療の安全確保推進委員会

Ⅱ．医療提供に関わる事項

①地域医療委員会

②精神科医療委員会

③中小病院委員会

Ⅲ．医療経営に関わる事項

①医業経営・税制委員会

Ⅳ．診療報酬に関わる事項

①社会保険診療報酬委員会

Ⅴ．人材育成に関わる事項

１．研修事業

①医療安全対策委員会

②感染症対策委員会

③病院診療の質向上検討委員会

④QI委員会

⑤臨床研修委員会

⑥栄養管理委員会

２．病院看護事業

①看護職場環境委員会

３．通信教育事業

①病院経営管理士教育委員会

②病院経営の質推進委員会

４．医師専門医事業

①専門医に関する委員会

Ⅵ．情報発信（見える化）に関わる事項

①情報統計委員会

②ニュース編集委員会

③雑誌編集委員会

④ホームページ委員会

⑤ホスピタルショウ委員会

Ⅶ．総務に関わる事項

①倫理委員会

②国際委員会（IHF・AHF）

③認定個人情報保護団体　審査委員会

④災害医療対策委員会

Ⅷ．診療情報に関わる事項

①診療情報管理士教育委員会

基礎課程小委員会

専門課程小委員会

分類小委員会

DPCコース小委員会

医師事務作業補助者コース小委員会

腫瘍学分類コース小委員会

Ⅸ．医療の国際展開に関わる事項

①国際医療推進委員会

Ⅹ．その他に関わる事項

①図書委員会
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医療安全管理者の養成

ICS（Infection Control Staff）の養成

臨床研修指導医の養成

厚生労働省の後援を受け、安全管理・品質管理の基本的事項や実務指導に関わ
る教育・研修を行い、組織的な安全管理体制を確立する知識と技術を身につけ
た人材を養成しています。修了者には認定期間5年の日本病院会認定証が発行
されます。なお、平成18年度の診療報酬改定により、「医療安全対策加算」が新
設され、本講習会は厚生労働省「医療安全管理者の業務指針および養成のため
の研修プログラム作成指針」に則ったカリキュラムになっています。

厚生労働省の後援を受け、医師、看護師、薬剤師、臨床検査技師、臨床工学士、
滅菌技士等を対象に、ICT（感染対策チーム）の一員として医療現場で発生する
さまざまな問題に対処でき、その情報収集と伝達など、職場間の調整役を努め
る人材を養成しています。修了者には日本病院会の修了証が発行されます。こ
の講習会修了者は、診療報酬点数算定ができる施設基準等の要件を得ることが
できます。

医療の質の保証は、医療人に課せられた使命であり、そのため医学を担当する
者にとっては良医を育成する責務があります。この意味で、卒後2年間の初期
臨床研修と、それを支える指導医の育成は極めて重要です。本会の臨床研修指
導医講習会は、カリキュラム作成、研修プログラムの運営、研修医と指導者の
評価ができる能力と、適切な指導のできる能力を身につけることを目的とし、
臨床研修責任者および臨床研修指導者を対象に研修を行っています。修了者
には、厚生労働省と日本病院会の連名で修了証が発行されます。
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診療情報管理士等の養成

病院中堅職員育成研修

病院経営管理士の養成

診療情報管理士は診療情報を適切に管理し、その情報に基づきデータを加工、
分析、編集し活用をすることにより、医療の質の向上および病院の経営管理に
寄与する専門職であります。本会では2年課程の通信教育にて養成しています。
また、診療情報管理士通信教育付加コースとしたDPCコース、医師の事務的な
業務のサポートを主とする医師事務作業補助者コースも実施しています。
詳細な内容はhttp://www.jha-e.comもしくはパンフレットをご参照ください。

病院経営の質向上に寄与できる次世代を担う中堅職員を対象に、職種別のコースを2日間の日程で開催しています。詳しくは、
ホームページhttp://www.jha-e.com/moc/または、パンフレットをご参照ください。

病院管理運営を円滑かつ積極的に実行する能力および適応力をそなえた「病院
経営管理士」を養成することを目的とした2年間の通信教育を行っています。
リポート・スクーリング・試験・卒業論文を柱に、病院経営に関する知識、実践
力を高めることをねらいとしています。また、少人数制で2年間を共有する同
窓生・卒業生どうしの絆は力強く、その人脈を活かした情報交換により日常の
業務へのフィードバックも行われています。
詳しくはホームページhttp://www.jha-e.com/mcmm/または、パンフレッ
トをご参照ください。

◦人事・労務管理コース
◦経営管理コース
◦医事管理コース
◦財務・会計コース
◦薬剤部門管理コース
◦医療技術部門管理コース
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調査活動

病院診療の質向上を考えるセミナー

診療報酬改定説明会、介護報酬改定説明会

病院の幹部職員を対象に、病院医療の質向上や管理運営の改善
向上のための研究や教育を目的とし、病院見学も組み合わせた
勉強会などを開催しています。

診療報酬改定は2年毎、介護報酬改定は3年毎に、厚生労働省当
局担当官を講師に迎え、医療機関または介護施設の保険請求担
当者等を対象として、改定内容の周知を目的とした説明会を開
催しています。

会員病院にとって診療報酬改定の影響や中小病院の経営・運営に関することを調べています。
また、病院の人材確保の養成に関する調査等を実施し、政策提言へ役立てていきます。日本
病院会では、今後とも継続し調査活動を続けてまいります。

主な調査（平成26年度実施分）

◦平成25年度救急医療アンケート調査結果（WEB調査）
◦人材が集まる魅力ある医療・介護分野にするための中小病院のあり方（WEB調査）
◦平成26年度診療報酬等に関する定期調査（WEB調査）
◦病床機能報告（抜粋）調査（WEB調査）
◦QIプロジェクト（QI推進事業）2013年度版結果報告
◦平成26年度医療安全に係わる実態調査報告書（WEB調査）
◦平成26年病院運営実態分析調査報告（平成26年6月調査）
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調査活動

PLAN

DOCHECK

ACT

現状分析
問題同定
目標設定
根本原因分析
改善策立案

実施
改善策の実施

実施後のデータ
収集と分析

改善策の効果検証

目標達成なら標準化
目標未達成なら

次のサイクルへ

PDCAサイクル
June 18, 2015 T. Fukui, MD, MPH, PhD, St. Luke's International Hospital 1 June 18, 2015 T. Fukui, MD, MPH, PhD, St. Luke's International Hospital 2

QIの測定と公開：ホームページと冊子
2005年

2009年

2008年

2007年

2006年

日病の
DPC対象病院

1,241
<内、DPC準備病院115>

日病の
DPC対象病院

1,241
<内、DPC準備病院115>

日病会員数 2,423
(公的：861 私的：1,562)

<内、DPC対象病院数
(51.2%)>

DPC対象病院 1,580
<内、日病会員数

(78.5%)>

2013年度参加施設 226
<公的：101私的：125>

DPC 202

2010年度協⼒施設 30
<公的：14私的：16>

DPC30

2015年度参加施設 337
<公的：176私的：161>

DPC 310

2014年度参加施設 292
<公的：136私的：156>

DPC 270

2011年度参加施設 85
<公的：34私的：51>

DPC 80

2012年度参加施設 145
<公的：62私的：83>

DPC 134

参加施設数の変化 2015年6月15日現在

　日本病院会のQIプロジェクトは、平成22年度に厚生労働省の補助事
業として実施された「医療の質の評価・公表等推進事業」が前身となり
ます。補助事業の終了後、日本病院会会員病院の医療の質を継続的に向
上させるプロジェクトとして位置付けられました。
　平成22年度は30病院で行われましたが、平成23年度は85病院、平
成24年度は145病院、平成25年度は226病院、平成26年度は292病院、
そして6年目となる平成27年度は326病院が参加することになってお
ります。
　測定項目は、厚生労働省の事業に参加した折に決定した、患者満足度
や入院患者の転倒・転落発生率など11項目から32項目まで増やしてき
ました。また、平成24年度からは、精神・療養病床を有する病院向けの
項目も測定しています。
　QIプロジェクトは、「自院の診療の質を知り、経時的に改善する」こ
とを目的とし、医療の質を測定、評価、公表するための指標の検討と各
病院でPDCAサイクルを病院の運営管理の手法に組み込むことを促す
役割を担っています。年1回、参加病院が集まり、医療の質改善の事例
を発表していただき、改善のノウハウを共有する機会も設けております。
　より多くの会員病院の参加を得て、わが国の医療の質が年々改善し
てきていることをアピールできるようにしたいものです。

QI委員会 委員長

福井 次矢　聖路加国際病院 院長
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国際病院連盟（IHF）
International Hospital Federation

アジア病院連盟（AHF）
Asian Hospital Federation

1929年に発足したIHFは、健康・医療・福祉サービスレベルの向上に寄与する
ことを目的に本部をジュネーブ（スイス）に置く加盟国60カ国の病院連盟で、
医療関連組織の世界的な団体です。病院や医療関連組織が連携するためのグ
ローバルな団体として活動しています。日本病院会は1956年に加盟し、1965
年に理事国となっています。

1971年に発足し、初代会長国にフィリピン（フィリピン病院協会・マユ会長）
が選出され、アジア地区の交流が始まっています。現在は12カ国・地域（台湾、
韓国、香港、モンゴル、マレーシア、フィリピン、タイ、インドネシア、オースト
ラリア、ニュージーランド、日本）が加盟しています。本会からの理事（各国3名）
は、堺常雄会長、福井次矢国際委員会委員長、土谷晋一郎国際委員会副委員長
です。
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診療情報管理協会国際連盟（IFHIMA）
The International Federation of Health Information Management Associations

1968年に診療情報管理に携わる組織同士の連携を目的として設立された
IFHIMAは、診療情報管理および情報技術に関する世界的な情報交換の場と
なっています。世界保健機関（WHO）の公式非政府組織（NGO）として認定さ
れており、会議への代表者派遣、診療情報管理と情報システム分野におけるプ
ロジェクトへの参画等、密接にかかわっています。
また、日本診療情報管理学会は、IFHIMAのナショナルメンバーで、東南アジア
地域担当の執行役員を担当しています。
2016年には、3年毎の国際大会を東京国際フォーラムで主催します。本大会は、
WHO-FICネットワーク年次会議、ならびに日本診療情報管理学会学術大会と
同時に開催される予定で、世界各国から多くの診療情報管理関係者の参加が見
込まれています。

WHO 支援
日本病院会は日本診療情報管理学会と共に、2006年より世界保健機関（WHO）
が掌握している国際疾病分類（ICD）の改善を、技術・資金面で支援しています。
厚生労働省国際分類情報管理室と連携し、ICD-10の改正および普及のほか、
ICD-11への改訂などを進めています。
WHO国際分類ファミリー（WHO-FIC）のアジア・太平洋地域におけるICD普
及活動として、2006年にアジア・パシフィック ネットワーク（APN）が結成され、
共同議長、事務局を担当しています。
また、WHO国際統計分類協力センターの一員として、WHO-FICの活動に参
画しており、現在、WHO-FIC教育普及委員会の共同議長を務めています。
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病院経営環境データベースの構築

情報発信の推進

データに基づいた政策提言の推進

Web 会議の推進

全国の病院の基本情報（開設主体や病床数）はもとより、施設基準の届出情報も
データベース化しました。各病院の診療圏域を解析処理し、圏域内の統計デー
タを病院固有の特性指標データとしてアーカイブしています。オリジナルの
全病院経営環境データが日病の「見える化」事業の基盤となります。

各種セミナーや講習会等の開催案内、厚生労働省諸会議の結果報告等について、
メール＆FAX同報通信システムを利用して、会員病院への迅速な情報提供を
行います。宛先に応じた高画質での資料添付、当会ホームページへの誘導など
の機能面を強化していきます。ホームページ内の会員専用ページでは、会員限
定で閲覧出来るコンテンツの充実を図っています。

日本病院会は、日本の病院経営者が置かれている状況を正確に把握して政策提
言します。病院のあるべき姿とそのための方策は、データと解析システムによ
るエビデンスをもって政策提言します。今後の病院経営者の進むべき正しい
道標を「見える化」で拓きます。

日本病院会では、積極的にWeb会議を推進して、各種委員会活動の更なる活
性化に結びつけていきます。Web会議では、全員が同じ場所に集まらずに会
議資料や音声、映像などの機能を共有することで、参加機会の向上を図り、よ
り活発な議論や迅速な対応を進めることが出来ます。
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情報発信

日本病院会ニュース
日本病院会の理念や活動方針に基づき、その活動状況や取り組み、医療政策の
方向性や対応などを会員はもとより、関係医療団体や行政、報道機関等に広く
伝達しています。
原則として月2回発行し、理事会等、各種委員会の討議内容や決定事項、医療界
の最新の動向や話題、医療問題に関する論説・解説、さらには会員・読者による
投稿なども加え、会員に開かれた、親しみやすい紙面構成となっています。

日本病院会雑誌
日本病院会雑誌は、毎月発行しており、その内容はグラフ、巻頭言、論文、講演、
随筆、理事会等抄録、行事案内といった構成の機関誌です。
毎年6〜7月に開催している日本病院学会、国際モダンホスピタルショウで行
われる特別講演、招待講演や一般演題の中から選ばれた優秀優良演題およびシ
ンポジウム、公開講座等の内容については、特集号として掲載しています。
また、年1回7月に英文誌「JAPAN HOSPITALS」も発行されています。

ホームページ
全ての医療関係者のためのポータルサイトを目指して、日本病院会のホームペー
ジには厚労省より通知される医療関係の通知や事務連絡、学会開催情報などの
広報に努めるほか、診療報酬改定やインフルエンザの流行などの情報を迅速に
提供します。

No. 34  July 2015

Special Feature
Hospitals Must Select Management Strategies and 

Make the Kind of Decisions that will Achieve their Goals

Tsuneo Sakai
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日本病院会について

国際モダンホスピタルショウ（IMHS）の開催
国際モダンホスピタルショウは、1974年に日本病院学会併設展示会から独立
し、単独開催して以来、今回で43回目を迎える保健・医療・福祉に関する国内最
大規模の総合展示会です。2015年7月開催分は会期3日間で、82,149人の来
場者を記録、出展者356社という規模となりました。
◦国際モダンホスピタルショウ（IMHS）2016

会期：2016年7月13日（水）〜15日（金）
会場：東京都 東京ビッグサイト

自由民主党政務調査会、公明党政務調査会、民主党税制調査会へ、医業に係る消費税の在り方
や予算について、病院がより質の高い医療が提供できるような税制や財源確保が実現するよ
う、継続して要望活動を行っています。また、診療報酬の算定要件について、医療現場の実情
により即したものとなるよう、厚生労働省保険局等への要望や将来の日本の医療提供体制で
重要となる地域医療構想については、医政局や都道府県への要望活動も行っています。
日本病院会では、会員病院のご意見を伺いながら継続的に行ってまいります。

26年度に日本病院会として提出した要望等
平成26年
6 月25日 意見提案 厚労省「持分なし医療法人への移行促進策」の広報用パンフレット案に対する意見・提案
8 月 4 日 要望 厚労省：平成27年度税制改正に関する要望
9 月17日 要望 厚労省：地域医療構想（ビジョン）ガイドライン策定に関しての要望

10月 2 日 要望 厚労省：診療情報管理士のがん登録に係わる要望書 ～がん登録推進法～
10月27日 要望 民主党：平成27年度税制改正に関する要望
10月28日 要望 自民党：平成27年度税制改正に関する要望
11月 4 日～ 要望 都道府県知事：地域医療構想（ビジョン）策定に関しての要望
11月17日 要望 稲田朋美・自民党政務調査会長：自民党総合政策集「J–ファイル」に関する要望について
11月18日 要望 高鳥修一・自民党厚生労働部会長：自民党総合政策集「J–ファイル」に関する要望について

平成27年
3 月 9 日 要望 野田 毅・自民党税制調査会長：医療に係る消費税の税制改正要望
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その他の活動

日本病院会について

支部との連携
支部長連絡協議会について
日本病院会では、昭和54年に支部第1号である和歌山県支部の結成して以来、現在総数21ヶ所となっています。
支部長連絡協議会では、日本病院会の都道府県並びにブロック支部の一致協力により、地域医療の情報発信、情報の共有化を
図り、日本病院会と共に、地域医療の推進と地域社会の福祉増進に寄与することを目的として活動しております。

支部名 郵便番号 住　所
北 海 道　　
ブロック支部 060-8570 札幌市中央区南1条西14丁目 中村記念病院内

岩 手 県 支 部 020-0066 盛岡市上田1-4-1 岩手県立中央病院内
福 島 県 支 部 960-8036 福島市新町4-22 福島県医師会館3階
茨 城 県 支 部 300-0053 土浦市真鍋新町11-7 土浦協同病院内
群 馬 県 支 部 376-0101 みどり市大間々町大間々504-6 恵愛堂病院内
埼 玉 県 支 部 332-8558 川口市西川口5-11-5 埼玉県済生会川口総合病院内
千 葉 県 支 部 260-8656 千葉市中央区長洲2-21-8 柏戸病院内
東 京 都 支 部 164-8607 中野区中央4-59-16 中野総合病院内
新 潟 県 支 部 950-1197 新潟市中央区鐘木463-7 新潟市民病院内
福 井 県 支 部 918-8503 福井市和田中町舟橋7-1 福井県済生会病院内
長 野 県 支 部 390-8510 松本市本庄2-5-1 相澤病院内
静 岡 県 支 部 420-0853 静岡市葵区追手町44-1 静岡県産業経済会館6階 静岡県病院協会内
愛 知 県 支 部 460-0008 名古屋市中区栄4-14-28 愛知県病院協会内
奈 良 県 支 部 634-0061 橿原市大久保町454-10 奈良県病院協会内
和歌山県支部 640-8319 和歌山市手平2-1-2 県民交流プラザ和歌山ビッグ愛6F 和歌山県病院協会内
島 根 県 支 部 696-0193 邑智郡邑南町中野3848-2 公立邑智病院内
山 口 県 支 部 747-0801 防府市駅南町14-33 防府胃腸病院内
香 川 県 支 部 765-8507 善通寺市仙遊町2-1-1 独立行政法人国立病院機構 四国こどもとおとなの医療センター内
高 知 県 支 部 780-8535 高知市大膳町37 細木病院内
長 崎 県 支 部 851-0301 長崎市深堀町1-11-54 長崎記念病院内
熊 本 県 支 部 861-4193 熊本市南区近見5-3-1 済生会熊本病院内
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公的
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162

393

310

133

30 222

厚生労働省・文部科学省 他

自治体

日赤・済生会・
厚生連 他

公益法人

学校法人・会社・
その他法人

個人

開設者別 正会員病院数 病床規模別割合

病院経営管理士会

日本診療情報管理士会

アジア病院連盟（AHF）

国際病院連盟（IHF）

四病院団体協議会

日本病院団体協議会

関連団体

日本人間ドック学会

日本診療情報管理学会

日本病院学会

学　会

関連学会

日本病院会

社員総会
（社員）

会員総会
（会員）

正 会 員

特別会員

賛助会員

名誉会長

顧　問監　事

事務局

参　与

理事会
常任理事会

（会長、副会長、常任理事、理事）

病院経営管理士会

日本診療情報管理士会

アジア病院連盟（AHF）

国際病院連盟（IHF）

四病院団体協議会

日本病院団体協議会

関連団体

日本人間ドック学会

日本診療情報管理学会

日本病院学会

学　会

関連学会

日本病院会

社員総会
（社員）

会員総会
（会員）

正 会 員

特別会員

賛助会員

名誉会長

顧　問監　事

事務局

参　与

理事会
常任理事会

（会長、副会長、常任理事、理事）

会員の状況
日本病院会の平成27年9月現在の会員数は2,432病院で、医療法人を始め、全経営主体が加入し、日本の病院団体を代表する
構成となっております。
会員の総病床数は約65万1,000床で、全病院に締める組織率は病院数で約28％、病床数で約42％になります。
会員には病院を正会員とするほかに、会の目的・趣旨に賛同するものとして特別会員（診療所、健診センター）196会員と、 
賛助会員（企業、個人等）253会員があります。
日本病院会では、随時入会申込みを受け付けております。

組織図
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倫理綱領
我々は人格の陶冶に努め、社会正義を重んじ、より良い医療を追求する組織を目指し、 
病院医療を通じて、日本が生きがいのある健全な社会になるよう病院人として 
実行すべき規範を定める。

我が国は国民皆保険制度のもと、国民はだれでも、いつでも、どこでも医療を受ける利益を享受できるようになり、そのため
平均寿命は伸び世界に冠たる長寿国家となった。一方、病院の近代化に対応するための人的物的負担は増大している。それに
加え対GDP比医療費がOECD加盟国中平均以下という現実があり、低負担でより良い成果を求める政策誘導が行われてき
た。その結果は病院医療従事者の過労を招き、救急・産科・小児科医療に始まった医師不足から多くの医療現場が荒廃し、医療
崩壊と言われる事態を生じた。さらに高齢社会を迎え医療と介護の境界が不明瞭であることが明らかになった。このような
状況のもと、我々は国民の命と健康のために奉仕をする心を忘れず、高い倫理性を目指し、病院医療を通じて、日本が生きが
いのある健全な社会になるようこの倫理綱領を掲げる。

1 我々は知識と技術の習得に励み、 
温かな心をもって医療の質の向上に努める。

2 我々は患者の権利と自律性を尊重し、患者の視点に立った医療を行う。 
また権利には義務が伴うこと並びに医療の不確実性について患者に理解を求める。

3 我々は診療情報を適正に記録・管理し、 
開示請求には原則として応じる。

4 我々は地域の医療・保健・介護・福祉を包括的に推進するとともに、 
関係諸機関・施設等との連携・協力関係を構築する。

5 我々は人の自然な死に思いをいたし、緩和医療を推進し、 
誰もが受容しうる終末期医療を目指す。
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〒102-8414  東京都千代田区三番町9-15 ホスピタルプラザビル
TEL	 03-3265-0077
FAX	 03-3230-2898
URL	 http://www.hospital.or.jp/

周辺地図

交通案内

● 半蔵門（5番出口）からは徒歩約6分、市ヶ谷（東京メトロ：A3出口）からは徒歩約7分
● 麹町（6番出口）からは徒歩約8分、JR四ツ谷駅からは徒歩約13分です


